
令和８年１月１３日   

 

新ひだか町議会議長 福 嶋 尚 人  様 

 

議会運営委員会 委員長 木 内 達 夫  

 

委 員 会 調 査 報 告 書 

 

 会議規則第73条の規定に基づく所管事務調査について、調査の結果を次のとおり、

会議規則第 77 条の規定により報告します。 

記 

１ 調査事項 

① 議員報酬等の見直しについて 

② 議会ＩＣＴ化の推進について 

③ 広報広聴委員会の常任委員会化について 

２ 調査の経過 

期 日 等 調査の内容等 備  考 

R7. 5.20 所管事務調査項目の検討  

R7. 6.13 所管事務調査項目の検討  

R7. 8. 8 

議長から１の調査事項３点について諮問 

資料：町村議会実態調査北海道集計結果 

議会ＩＣＴ推進基本方針・取組計画 

全道町村議会の広報活動状況 

所管事務調査項目決定 

R7. 9. 5 
調査方法の検討 

資料：令和 6年度に出された町民の意見等 
 

R7. 9. 9 各委員の提出意見配付  

R7.10.31 各委員の意見聴取  

R7.11.19 
所管事務調査のまとめ協議（各委員の意見聴

取） 
 

R8. 1.13 
所管事務調査結果報告書（案）の提出 

委員会調査報告書のまとめ協議 
 

R8. 1.13 
委員会調査報告書（所管事務調査結果報告

書）の提出 
会議規則第 77 条 

３ 調査の結果等 

 別添「所管事務調査結果報告書」のとおり 



 

令和７年度 所管事務調査結果報告書 

本年度、議会運営委員会では、議長から諮問を受けた３件の調査事項を所管事

務調査とし、委員会での議論を踏まえ、調査結果がまとまったことから、下記の

とおり報告する。 

１ 議員報酬等の見直しについて 

昨年度、所管事務調査事項「議員定数のあり方について」を調査する中で、

議員のなり手不足の観点等から、議員報酬（期末手当）についても調査を必要

とする意見があったことから、人口類似団体との比較等により現状を調査・研

究した。 

 ⑴ 調査の方法 

   町村議会実態調査北海道集計結果（令和 6 年 7 月 1 日現在）を基に、道

内の人口類似団体の議員定数、報酬、期末手当支給割合・加算率等について、

比較表を作成し、適正な期末手当支給割合等を検討した。 

  資料１ 道内（人口 2万人以上）の議員定数状況 

    ２ 道内（人口 1.5 万人以上）の議員定数状況 

    ３ 全道町村議会の期末手当等 

４ 「議員定数についての意見」募集の際の報酬に関する意見 

      「議会報告会」での報酬に関する意見 

 ⑵ 期末手当支給月数の各委員の意見（令和 7年 11 月 19 日開催） 

   木内委員長  4.6（町職員と同じ） 

   本間副委員長 4.5、加算率 15％ 

   橋本委員   4.6（町職員と同じ） 

   田畑委員   4 以上（代理蚊野議員 3.5） 

   建部委員   4.31（全道平均） 

川合委員   4.6（町職員と同じ）、政務調査費必要 

志田委員   職員並み（代理北道議員） 

 ⑶ 調査の結果 

   期末手当支給月数については、職員と同じ支給月数とする意見が多かっ

た。 

   また、期末手当に一定の加算をする意見及び政務調査費を必要とする少

数意見があった。 

⑷ 結 論 

   期末手当の支給月数を町職員と同じとする。（令和 8年度 4.65） 
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２ 議会ＩＣＴ化の推進について 

  議会のＩＣＴ化については、令和３年３月に定めた「新ひだか町議会ＩＣＴ

推進基本方針」に沿って取り組んできたところであるが、計画期間が最終年度

となったことから、別紙資料のとおり計画を見直した。 

  また、今後の具体的な取り組みについては、「令和８年度 議会ＩＣＴ化に向

けた取組計画」を策定した。 

 ⑴ 新ひだか町議会ＩＣＴ推進基本方針の見直し［資料５］ 

① 今年度実施済みのもの 

    議事日程、意見書案のペーパーレスを実施した。 

② 計画期間等 

    計画期間は、令和８年度から令和１１年度までの４年間とした。 

    具体的な取り組みついては、令和８年度から９年度を導入期間とし、試

験運用・検証を踏まえて令和１０年度の本格運用を目指す。 

③ オンライン会議の導入 

ア Ｒ８～Ｒ９：導入（試行）期間 

     静内庁舎と三石庁舎間で Zoom（オンライン会議アプリケーション）

を使用したタブレット端末による常設委員会の開催。 

   イ Ｒ１０～：本格運用 

  ④ ペーパーレス会議システムの導入 

    資料を電子データ化して配布しているもののうち、電子データのみで

会議が可能な資料を選別し、ペーパーレス化を図る。 

 ⑵ 令和８年度 議会ＩＣＴ化に向けた取組計画［資料６］ 

① オンライン会議の導入に向けた令和８年度の試験内容 

委員会の開催場所への参集が困難な場合を想定し、第１委員会室と三

石庁舎間でのオンライン委員会（議員間）を開催する。 

② 会議資料のペーパーレス化 

本会議をはじめ、委員会等全ての会議で配布される議案や参考資料に

ついて、令和１０年度の完全ペーパーレス化を目指して計画的に推進す

る。 

 ⑶ ＩＣＴ推進に向けた検討課題と対応 

  ① 操作研修会の開催 

    議員に対するタブレット端末等の操作研修会を定期的に開催する。 

  ② ペーパーレス化の検証について 

    資料６別紙１により、ペーパーレス化の取組みを引き続き検討する。 
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３ 広報広聴委員会の常任委員会化について 

  現在、議会広報については、特別委員会を設置して議会だよりを発行してい

るところであるが、議会の広聴活動についても、これまでその重要性について

議論されてきており、広報だけではなく広聴も含めた常任委員会の設置につ

いて、調査・研究した。 

⑴ 調査の方法 

   町村議会実態調査北海道集計結果（令和 6 年 7 月 1 日現在）を基に、全

道の広報活動の状況、担当委員会の区分・名称、定数等を検討した。 

  資料７ 全道町村議会の広報活動状況 

 ⑵ 道内町村議会広報の編集委員会区分 

   常任委員会 43、議会運営委員会 8、特別委員会 70、ほか 22 

   （うち日高管内では、常任委員会 5、特別委員会 2） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 各委員の意見 

・議員って何やってるのという声が多い。広報という手法ももちろんだが、町民の

方々の身近に出ていくような、こちら側から広聴するような動き、活動をやって

いかないといけないと思う。広報広聴委員会を設置して、１年中というか絶え間

なく議員の活動であったり、議会の活動、委員会の活動を皆さんに知っていただ

きたい。 

  ・小学生からお年寄りまで、皆さんの意見を議会のほうに届けられるような広報広

聴常任委員会としていただきたい。 

  ・広聴ということになったら、町政全般の町民の意見をつかむというところが主眼

になってくるので、今までずっとためらいがあったと思う。だから、広報広聴常

任委員会にするときに、広聴のところで限定しなければならない部分が出てくる

■常任委員会化に関する解説 

①特別委員会の設置根拠［議員必携］ 

特別委員会は、標準町村議会委員会条例（新ひだか町議会委員会条例第 6 条）

において、「必要がある場合において議会の議決により設置する」と規定している。特

別委員会は、常任委員会と異なり臨時特定の事件について設置されるものであるか

ら、その事件の審査や調査が終了したときに消滅する。 

○議会運営質疑応答集［第一法規㈱］ 

   恒常的なもののために、常設の特別委員会を設置することは好ましくない。 

②常任委員会の数［議会運営実務提要］ 

地方公共団体の議会は、自治法第 109 条第 1 項の規定により、人口段階別に常

任委員会を置くことができることとなっていたが、この制限が廃止され、常任委員会の

設置数については何ら定められていない。 

③所属できる常任委員会の数［議会運営実務提要］ 

平成 18 年の自治法改正により、議員の常任委員会への所属に関する法律上の制

限が廃止され、複数の常任委員会に所属することができることとなった。 
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のではないか、そこのところが前へ進めないできた原因だと理解している。 

 ・取組方としては、広報委員は広報作る。今議運が広聴を担っている。一番分かり

やすいのは全員がここに属すればいい。そこで７人とか６人に分ければいい。議

運の人数はそっくりそのまま広聴にいけばいい。そうすれば一番やりやすい。今

までは特別委員会だったから、１人の議員が常任委員会に二つ属するということ

にはならなかったけども、広報広聴常任委員会になるということは、必ず１人の

議員が常任委員会に二つ入ることになる。それじゃないとおかしくなる。常任委

員会化する意味がなくなってしまう。だから全員が広報広聴委員会に属すと、こ

れで１人の議員が二つの常任委員会に属することになる。 

  ・三つの常任委員会ができるようになり、委員の配置をどうするのか考えると、あ

る人は二つの常任委員会に所属する。本人が希望すれば二つの常任委員会に所属

することができる。だったら総務と厚生とどちらの委員会にも入りたいと言った

らそれを認めるのか。同格の常任委員会で三つのうち二つに入りなさいというこ

とになれば、そういう問題が起きる。全員が広報広聴常任委員会に所属する。二

つの常任委員会と広報広聴に入る。その中で広報の部分と広聴の部分とに分かれ

てそれぞれ仕事をするというのは理解できる。 

  ・常任委員会内で組織を作るのも一つの手。例えば、５人が広報、５人が広聴、３

人が SNS とかそのような役割分担もできる。 

  ・各常任委員会も忙しいけれども、広報も議会終わった後、大変忙しい。分野を分

けて、広報と広聴の担当ということでそれぞれ作業を進めていくというのはやり

やすい。その中で広報広聴が一緒になって考えなければいけないことがあれば、

しっかりと意見を言い合う。最初はこのスタートでいいかなと思う。 

  ・日程的、時間的な問題、これが調整できるのであれば、全員参加で担当振り分け

て進めていく、それは一番いいのかなとは思う。 

  ・６人で広報広聴担うということでいいと思う。全員だと二つに分けるということ

もあるけど、それぞれ二つに分けたときに誰が主になるのか、委員長は両方出る

のかということもある。副委員長と分けるのかとか、そういうこともあるので、

全員というよりもある程度絞ってやったほうがいいかなと考える。 

⑷ 調査の結果 

  常任委員会化に否定的な意見は無かった。広聴活動については、困難性を指

摘する意見もあったが、前向きな意見が多かった。委員定数については、全員

とする意見が多かった。 

⑸ 結 論 

  次期改選後、「広報広聴常任委員会」を設置する。 

  委員定数：14 人、所管事項：広報広聴に関する事項 

※令和 8年 3月定例会に、新ひだか町議会委員会条例改正案を上程する。 
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※令和６年７月１日現在 実態調査集計表より

①道内（人口2万人以上）の議員定数状況

※参考 （R7.6.30）

19,958

※R６.９ 額改定

項 目 音更町 七飯町 幕別町 中標津町

人口（R6.7） 42,757 27,296 25,400 22,327

面積(㎢) 466.1 216.6 478.0 684.9

議員定数
22 ⇒H27

～20
18 ⇒R5

～14
20 ⇒H31

～19
18 ⇒R6

～15

報酬月額 議長 397,000 380,000 323,000 306,000→361,000

副議長 321,000 310,000 258,000 245,000→300,000

議員 281,000 280,000 212,000 200,000→255,000

期末手当支給割合 4.5 4.3 4.4 4.5

加算率 なし 15% なし 12%

決定時期 H26年3月 R4年3月 H29年3月 R5年3月

議員1人あたり対人口 2,138 1,950 1,337 1,488

平均年齢 57.0 61.5 63.5 66.7

最年少 40 41 43 37

最年長 84 82 80 83

議員改選 R9.4 R9.4 R9.4 R10.9

無投票 － － R５ －

新ひだか町

20,356

1,147.7

18 ⇒H30 ～16
⇒R8 ～ 14

340,000

270,000

240,000

2.5

なし

H29年6月
R7年3月

1,272

68.6

43

81

R8.4

－

資料１
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②道内（人口1.5万人以上）の議員定数状況

項 目 釧路町 遠軽町 芽室町 美幌町 余市町 白老町 当別町

人口（Ｒ６.7） 18,449 17,809 17,835 17,531 17,106 15,229 15,207

面積(㎢) 252.6 1,332.3 513.9 438.3 140.6 425.7 422.7

議員定数
18 ⇒H23

～16
18 ⇒H29

～16
18 ⇒H23

～16
18 ⇒H19

～14
18 ⇒R5

～16
15 ⇒H27

～14
17 ⇒H27

～15

報酬月額 議長 311,000→397,000 295,000 306,000 320,000 290,000 308,000 310,000

副議長 249,000→317,000 235,000 244,000 260,000 235,000 246,000 260,000

議員 196,000→250,000 201,000 204,000 237,000 200,000 207,000 240,000

期末手当支給割合 4.6 4.45 4.1 3.4 4.45 4.5 4.2

加算率 なし 15% なし 15% 15% 15% なし

決定時期 ─ H29年3月 ─ H18年6月 R４年６月 H26年12月 H26年9月

議員1人あたり対人口 1,153 1,113 1,115 1,252 1,069 1,088 1,014

平均年齢 59.7 63.5 61.1 63.8 59.8 53.0 63.3

最年少 41 39 39 36 39 29 32

最年長 72 75 76 78 75 78 78

議員改選 R9.10 R7.10 R9.4 R9.4 R9.8 R9.11 R9.4

無投票 H１９ － R５ R５ － － R５、H１９

※R６.12 額改定

資料２ 
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リスト4　期末手当・費用弁償

加算率

６月 １２月 ％ 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日)

D 当別町 190.00 230.00 420.00 0.00 ○ ○ ○ 当別町

A 新篠津村 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 新篠津村

B 松前町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 松前町

A 福島町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 福島町

A 知内町 0.00 445.00 445.00 15.00 ○ ○ ○ 知内町

A 木古内町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 木古内町

E 七飯町 130.00 300.00 430.00 15.00 ○ ○ ○ 七飯町

A 鹿部町 100.00 300.00 400.00 0.00 ○ ○ ○ 鹿部町

C 森町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 森町

C 八雲町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 八雲町

A 長万部町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 長万部町

B 江差町 122.50 122.50 245.00 0.00 ○ ○ ○ 江差町

A 上ノ国町 225.00 225.00 450.00 20.00 ○ ○ ○ 上ノ国町

A 厚沢部町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 厚沢部町

A 乙部町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 乙部町

A 奥尻町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 奥尻町

A 今金町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 今金町

B せたな町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ せたな町

A 島牧村 210.00 210.00 420.00 10.00 ○ ○ ○ 島牧村

A 寿都町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 寿都町

A 黒松内町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 黒松内町

A 蘭越町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 蘭越町

B ニセコ町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ ニセコ町

A 真狩村 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 真狩村

A 留寿都村 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 留寿都村

A 喜茂別町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 喜茂別町

A 京極町 225.00 225.00 450.00 12.00 ○ ○ ○ 京極町

C 倶知安町 210.00 230.00 440.00 15.00 ○ ○ ○ 倶知安町

B 共和町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 共和町

C 岩内町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 岩内町

A 泊村 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 泊村

町村名
計

区
分

町村名

期末手当 費用弁償(円)

支給率／100 本会議 委員会 協議調整の場（法第100条第12項）

- 1 -

資料３ 全道町村議会の期末手当等  
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リスト4　期末手当・費用弁償

加算率

６月 １２月 ％ 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日)

町村名
計

区
分

町村名

期末手当 費用弁償(円)

支給率／100 本会議 委員会 協議調整の場（法第100条第12項）

A 神恵内村 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 神恵内村

A 積丹町 200.00 200.00 400.00 12.00 ○ ○ ○ 積丹町

A 古平町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 古平町

A 仁木町 225.00 225.00 450.00 10.00 ○ ○ ○ 仁木町

D 余市町 222.50 222.50 445.00 15.00 ○ ○ ○ 余市町

A 赤井川村 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 赤井川村

B 南幌町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 南幌町

A 奈井江町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 奈井江町

A 上砂川町 220.00 230.00 450.00 10.00 ○ ○ ○ 上砂川町

A 由仁町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 由仁町

C 長沼町 220.00 220.00 440.00 15.00 ○ ○ ○ 長沼町

C 栗山町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 栗山町

A 月形町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 月形町

A 浦臼町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 浦臼町

B 新十津川町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 新十津川町

A 妹背牛町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 妹背牛町

A 秩父別町 0.00 450.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 秩父別町

A 雨竜町 0.00 450.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 雨竜町

A 北竜町 0.00 440.00 440.00 0.00 ○ ○ ○ 北竜町

A 沼田町 0.00 450.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 沼田町

B 鷹栖町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 鷹栖町

B 東神楽町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 東神楽町

B 当麻町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 当麻町

A 比布町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 比布町

A 愛別町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 愛別町

A 上川町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 上川町

B 東川町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 東川町

B 美瑛町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 美瑛町

B 上富良野町 190.00 210.00 400.00 0.00 ○ ○ ○ 上富良野町

A 中富良野町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 中富良野町

A 南富良野町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 南富良野町
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リスト4　期末手当・費用弁償

加算率

６月 １２月 ％ 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日)

町村名
計

区
分

町村名

期末手当 費用弁償(円)

支給率／100 本会議 委員会 協議調整の場（法第100条第12項）

A 占冠村 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 占冠村

A 和寒町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 和寒町

A 剣淵町 220.00 220.00 440.00 0.00 ○ ○ ○ 剣淵町

A 下川町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 下川町

A 美深町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 美深町

A 音威子府村 220.00 220.00 440.00 15.00 ○ ○ ○ 音威子府村

A 中川町 192.50 192.50 385.00 0.00 ○ ○ ○ 中川町

A 幌加内町 0.00 450.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 幌加内町

A 増毛町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 増毛町

A 小平町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 小平町

A 苫前町 216.00 226.00 442.00 15.00 ○ ○ ○ 苫前町

B 羽幌町 172.50 272.50 445.00 15.00 ○ ○ ○ 羽幌町

A 初山別村 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 初山別村

A 遠別町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 遠別町

A 天塩町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 天塩町

A 猿払村 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 猿払村

A 浜頓別町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 浜頓別町

A 中頓別町 122.50 122.50 245.00 0.00 ○ ○ ○ 中頓別町

B 枝幸町 150.00 200.00 350.00 0.00 ○ ○ ○ 枝幸町

A 豊富町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 豊富町

A 礼文町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 礼文町

A 利尻町 130.00 130.00 260.00 0.00 ○ ○ ○ 利尻町

A 利尻富士町 122.50 122.50 245.00 0.00 ○ ○ ○ 利尻富士町

A 幌延町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 幌延町

D 美幌町 170.00 170.00 340.00 15.00 ○ ○ ○ 美幌町

A 津別町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 津別町

C 斜里町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 斜里町

A 清里町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 清里町

A 小清水町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 小清水町

A 訓子府町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 訓子府町

A 置戸町 225.00 225.00 450.00 10.00 ○ ○ ○ 置戸町
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リスト4　期末手当・費用弁償

加算率

６月 １２月 ％ 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日)

町村名
計

区
分

町村名

期末手当 費用弁償(円)

支給率／100 本会議 委員会 協議調整の場（法第100条第12項）

A 佐呂間町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 佐呂間町

D 遠軽町 222.50 222.50 445.00 15.00 ○ ○ ○ 遠軽町

B 湧別町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 湧別町

A 滝上町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 滝上町

A 興部町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 興部町

A 西興部村 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 西興部村

A 雄武町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 雄武町

B 大空町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 大空町

A 豊浦町 222.50 222.50 445.00 15.00 ○ ○ ○ 豊浦町

A 壮瞥町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 壮瞥町

D 白老町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 白老町

A 厚真町 225.00 225.00 450.00 10.00 ○ ○ ○ 厚真町

B 洞爺湖町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 洞爺湖町

B 安平町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 安平町

B むかわ町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ むかわ町

C 日高町 140.00 160.00 300.00 0.00 ○ ○ ○ 日高町

A 平取町 150.00 160.00 310.00 0.00 ○ ○ ○ 平取町

B 新冠町 100.00 200.00 300.00 0.00 ○ ○ ○ 新冠町

C 浦河町 165.00 180.00 345.00 0.00 ○ ○ ○ 浦河町

A 様似町 170.00 170.00 340.00 0.00 ○ ○ ○ 様似町

A えりも町 140.00 160.00 300.00 0.00 ○ ○ ○ えりも町

E 新ひだか町 0.00 245.00 245.00 0.00 ○ ○ ○ 新ひだか町

E 音更町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 音更町

B 士幌町 0.00 450.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 士幌町

A 上士幌町 220.00 230.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 上士幌町

A 鹿追町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 鹿追町

B 新得町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 新得町

B 清水町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 清水町

D 芽室町 410.00 0.00 410.00 0.00 ○ ○ ○ 芽室町

A 中札内村 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 中札内村

A 更別村 110.00 340.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 更別村
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リスト4　期末手当・費用弁償

加算率

６月 １２月 ％ 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日) 定額 実費 支給なし その他 費用弁償額(円/日)

町村名
計

区
分

町村名

期末手当 費用弁償(円)

支給率／100 本会議 委員会 協議調整の場（法第100条第12項）

B 大樹町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 大樹町

B 広尾町 220.00 220.00 440.00 0.00 ○ ○ ○ 広尾町

E 幕別町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 幕別町

B 池田町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 池田町

A 豊頃町 225.00 225.00 450.00 15.00 ○ ○ ○ 豊頃町

B 本別町 210.00 210.00 420.00 0.00 ○ ○ ○ 本別町

B 足寄町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 足寄町

A 陸別町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 陸別町

A 浦幌町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 浦幌町

D 釧路町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 釧路町

B 厚岸町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 厚岸町

B 浜中町 220.00 220.00 440.00 0.00 ○ ○ ○ 浜中町

B 標茶町 200.00 250.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 標茶町

B 弟子屈町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 弟子屈町

A 鶴居村 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 鶴居村

B 白糠町 225.00 225.00 450.00 0.00 ○ ○ ○ 白糠町

C 別海町 125.00 315.00 440.00 15.00 ○ ○ ○ 別海町

E 中標津町 225.00 225.00 450.00 12.00 ○ ○ ○ 中標津町

A 標津町 192.50 192.50 385.00 15.00 ○ ○ ○ 標津町

A 羅臼町 150.00 150.00 300.00 0.00 ○ ○ ○ 羅臼町

212.67 231.88 431.13 14.58 0 57 68 19 0 0 57 68 19 0 0 55 70 19 0合計/平均
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「議員定数についての意見」募集の際の報酬に関する意見

郵送
日当制あるいはボーナスカットなど、他の町村を参考にして

ほしい。

FAX 報酬を引き上げてはいかがか。

メール 議員報酬のみで生活できるよう議論してほしい。

電話①
減らした２名分の報酬で、若い人が選挙に出やすい環境を整

える為にも、１人当たりの議員報酬を上げて欲しい。

電話②
減らした分、議員報酬を上げて、若い人が選挙に出られる環

境を作ってほしい。

「議会報告会」での報酬に関する意見

①
議員のなり手不足については、議員報酬の引き上げも必要な

ことだと考えている。

②
少しでも議員報酬を引き上げて、若い方が議員になっても生

活できるよう考えることが必要だと思う。

資料４ 
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新ひだか町議会 ICT 推進基本方針 

 

                    [令和７年１１月１９日  議会運営委員会確認] 

１.目的 

新ひだか町議会は、議会の公正性と透明性を確保するとともに「町民に信

頼され、町民が参加できる開かれた議会」を目指し、地方自治の本旨である

町の発展及び町民福祉の向上に寄与するため、令和元年１２月に新ひだか町

議会基本条例（以下「基本条例」という。）を全会一致で可決し施行しまし

た。 

基本条例第１８条第２項では、「議会は、情報通信技術の発展を踏まえた

多様な広報手段を多く活用し、多くの町民が行政に関心を持つよう、議会広

報活動に努めます。」と規定され、情報発信と情報通信技術（ＩＣＴ）を推

進することを目的に掲げました。 

私たち議会も、過去に取り組んできた議会運営の改善方策の蓄積を踏まえ

さらに現在のあり方を見直し、開かれた議会のなお一層の実現と、効率的で

迅速な議会運営、議会の活性化、危機管理体制の強化など、さらなる議会改

革により町民に信頼され機能する議会となるため、その有効手段のひとつと

して議会におけるＩＣＴ技術の積極的活用の検討を進め、一層の町民への議

会情報共有と情報通信技術の推進を図ることとし、令和３年３月に定めた当

基本方針に沿って取り組んできたところであるが、計画が最終年度となった

ことから、改めて計画を見直すものであります。 

 

※ 新ひだか町議会基本条例（抜粋） 

(議会広報の充実) 

第１８条 議会は、町民に開かれた議会の実現のため、町政に係る論点及び

争点の情報を町民に周知するよう努めます。 

２ 議会は、情報通信技術の発展を踏まえた多様な広報手段を多く活用し、

多くの町民が行政に関心を持つよう、議会広報活動に努めます。 

(議会の機能強化及び議会改革) 

第２２条 議会は、町長等の事務の執行に対する監視及び評価並びに政策の

立案及び提言等の議会機能を強化するとともに、自らの改革に継続的に取

り組みます。 

資料５  
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２．本基本方針の位置付け 

本方針は、「基本条例」に基づく個別計画に位置付けるものである。 

 

３.これまでの議会ＩＣＴ化関連で実施済の主な事業 

〇平成１８年 ・ネットワーク整備（光ファイバー）による議会中継の配信 

(三石庁舎、みついしふれあいプラザ、静内駅（観光情報センター） 

〇平成２１年 ・ピュアプラザ議会中継配信 

・両庁舎でのＴＶ設置箇所での議会中継受信 

〇平成２３年３月 ・議会インターネット中継試験配信開始 

   ※ ユーストリームを活用した議会中継配信 

〇平成２５年７月 ・議会ホームページのリニューアル 

  (議会の概要、会議の予定、議事日程、審議結果、各議員の表決結果、本

会議録一覧、議会だより等) 

〇平成３０年６月 ・議会公式フェイスブックの開設 

〇令和２年９月 ・議会オンライン等会議システム導入決定 

〇令和３年３月 ・新ひだか町議会ＩＣＴ推進基本方針 策定 

    ５月 ・ペーパーレス会議システム(moreNOTE)研修会の実施 

    ６月 ・オンライン会議システム(Zoom)研修会の実施 

  ７～８月 ・オンライン会議システム及びペーパーレス会議システム操 

作勉強会の実施 

   １０月 ・総務文教常任委員会オンライン委員会の実施 

        ・各委員会招集通知のペーパーレス移行 

    １２月 ・本会議配布資料(例月出納検査及び定期監査結果)のペー 

パーレス移行  

〇令和４年５月 ・タブレット端末等操作説明会の実施 

〇令和５年４月 ・町部局から議員への行事開催案内等のペーパーレス移行 

１１月 ・タブレット端末等操作研修会の実施 

〇令和６年６月 ・財政事情説明書、業務状況説明書のペーパーレス移行 

     ９月 ・行政報告、諸般の報告、一般質問通告一覧のペーパーレス 

移行 

〇令和７年１２月 ・議事日程、意見書案のペーパーレス移行 
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４. 計画期間及び推進体制 

計画期間は、令和８年度から令和１１年度までの４年間とする。 

本計画の推進に当たっては議会運営委員会承認の下、議会・行政の見える

化、議会・行政の効率的な運営を目指し、町民目線の行政改革に取り組むも

のとする。 

  なお、具体的な取り組みについては、令和８～９年度は、引き続き導入期 

間として、下記の内容について試験運用を実施し、その検証結果を踏まえ、 

令和１０年度の本格運用を目指すことを目標とする。 

 

５．議会ＩＣＴ化への取組み内容 

（１）オンライン会議の導入 

   ① Ｒ８～ 導入期（試行）期間 

ア．委員会での試験運用の実施 

  オンライン会議の開催については、災害等やむを得ない理由により招集

することが困難であると委員長が認める場合に限られるため、「試行」と

いう形での実施とする。 

 

イ．静内庁舎と三石庁舎間でのソフトウェアに Zoom を使用した議会運営委

員会及び常任委員会で試験運用の実施。 

タブレット端末による会議（ミーティング） 

・第１期(R8～9)～ 議会運営委員会・常任委員会（議員間協議） 

・第２期(R10～11)～ 常任委員会（執行機関説明・議員間協議） 

 

   ② Ｒ１０～ 委員会での本格運用 

   ・常任委員会（執行機関説明・議員間協議） 

   ※ Zoom を使用した議会運営委員会及び常任委員会での本格運用を実施 

する。 

    

（２）ペーパーレス会議システムの導入 

   議会関係資料の更なるペーパーレス化と文書保存・管理の効率化を目指 

す。 

① 活用範囲 

ア) 事務局からの通知・議案・資料送付等 

現  状 moreNOTE 掲載。 

効果等 情報伝達の即時化、事務の効率化、通信費用等の削減 
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-

 

4 -

 

 

 
イ)  執行機関からの情報提供等 
  

現  状 moreNOTE 掲載。 

効果等 情報伝達の即時化・共有化、事務の効率化、通信費用等の
削減 

 
 

ウ) スケジュール管理 
 

現  状 moreNOTE 掲載。 

効果等 会議予定等の共有化、出欠確認事務の効率化 

 
 

   エ) 会議手法の改善・改革 
 

現  状 ペーパー資料及び moreNOTE 併用 

効果等 会議能率化 

 
 

② 議会のペーパーレス資料の電子化の計画 

資料の電子データ化の課題もあるが、既に電子化しているもののうち、

電子化のみでの会議が可能な資料を選別し、ペーパーレス化を図る。 

 ア 議会スケジュールなど  moreNOTE 掲載済み 

 イ  次第、議会日程、議案書、議案説明書など 一部 moreNOTE 掲載済み 

  ウ 予算書、決算書及び付属資料   一部 moreNOTE 掲載済み 

 エ 本会議、委員会、全員協議会などの会議資料 moreNOTE 掲載済み 

 オ 執行機関からの各種基本計画、議会への情報提供資料の電子化 

                       一部 moreNOTE 掲載済み 

 カ 議会白書、議会例規・先例集等の電子化 一部 moreNOTE 掲載済み 
 
 
 

（３） 対応について 

① 議員個々で予想される個人差の解消に努めるとともに、研修・相談・ 

指導体制を整え、利用促進を図る。 

② 試験運用期間は、希望者のみ紙媒体による議案を併用する。電子データ 

の活用に慣れるところから実施する。 

③  予算・決算資料については、当面、紙媒体を継続する。 

④  傍聴者に対しては、紙媒体による議案提供を継続する。 
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別紙１  

検討

電 子
デ ー タ

紙媒体 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 ８年度

先例集23 議長は、議案等の写しを各議員に配付する。

［総合計画など議決を要する計画］ 〇 [先例１]  各議員の自宅に配付するのを通例とする。

行政報告 〇 〇 ● － [先例２] 配付した以外の議案等については、議席に配付する。

意見書案 〇 〇 〇 － ※１２月定例議会から 先例集25 議員提出議案については、会議当日議席に配付する。

議事日程 〇 〇 〇 － ※１２月定例議会から 会議規則第21条　議長は議事日程を定め、あらかじめ議員に配布する。

一般質問通告一覧 〇 〇 ● － 先例集35 議事日程は当日の開議までに議員に配付する。

諸般の報告 〇 〇 ● － 先例集87  議長は、一般質問通告書を作成し議員及び関係者に配付する。

例月出納検査の結果 〇 ● － 先例集56　法令に基づく報告書等は執行機関において作成し、議員に配付される。

定期監査の結果 〇 ● －

議員の派遣について 〇 〇

閉会中の継続審査（調査）について 〇 〇

閉会中の継続事務調査について 〇 〇

説明員要求資料等 〇 ※町部局との協議必要
先例集52  議場における説明員の出席要求は、あらかじめ文書により、議長から町長又は行政委
員会の長に対して行う。

予算書 〇 〇 ※データ量の状況を見て要検討

予算説明資料 〇 〇 ※町部局との協議必要

決算書 〇 〇 ※データ量の状況を見て要検討

主要施策等資料（決算説明資料） 〇 〇 ※町部局との協議必要

調査報告書 委員会調査報告書 〇 先例集68 委員会報告書及び少数意見報告書は、その写しを議員に配付する。

各課作成資料 〇 〇

事務局作成資料 〇 〇

審査報告書 委員会審査報告書(企決・決算)など 〇

各課作成資料 〇 〇

事務局作成資料 〇 〇

財政事情説明書
業務状況説明書

○ ● －

教育に関する事務の管理及び執行の
状況の点検及び評価等報告書

〇 ※教育部局との協議必要

行事開催案内等 町部局から議員へ通知されるもの 〇 ● －

議会関係例規集 〇 ● －

議会白書 〇 〇

議会だより 〇 ● －

各委員会招集通知 △ ● －

本会議の招集通知 〇

各種計画資料 「再エネ導入・省エネ推進計画」など 〇 〇 ※町部局との協議必要

関係規定の見直整備

議案関係

配布資料関係

moreNOTE掲載データの状況

３年度データ掲載

備　　　考資　料　名

ペーパーレス化取組一覧

そ
の
他

委
員
会

議
会
運
営
委

員
会

特
別
委
員
会

全
員
協
議
会

※　●はデータのみで配布なし、特に希望があった場合のみ配布する。

予算関係

決算関係

本
　
会
　
議

議案 〇 〇

ペーパーレス化

各種通知

法令による公表資
料
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- 1 - 

 

 [令和７年１１月１９日 議会運営委員会確認] 

 

令和８年度 議会ＩＣＴ化に向けた取組計画  

「新ひだか町議会 ICT 推進基本方針に基づいた令和７年度までの取組経過を踏まえ、議会

ＩＣＴ化への取組を進める。 

 

新ひだか町議会 ICT 推進基本方針（抜粋） 

   [令和７年１１月１９日 議会運営委員会確認] 

２．本基本方針の位置付け 

本方針は、「基本条例」に基づく個別計画に位置付けるものである。 

 ４. 計画期間及び推進体制 

計画期間は、令和８年度から令和１１年度までの４年間とする。 

  なお、具体的な取り組みについては、令和８～９年度は、引き続き導入期間として、

下記の内容について試験運用を実施し、その検証結果を踏まえ、令和１０年度の本格 

運用を目指すことを目標とする。 

 

 

 

【令和８年度 議会ＩＣＴ化への取組計画】 

 令和８年度は、次のとおり計画したい。 

                                   

１．令和８年度運用計画 ～令和１０年度本格稼働に向けて 

ペーパーレス化の本格運用に向けての活用目標 

会議資料のペーパーレス化によるコスト削減と環境への配慮とともに、情報伝達の迅速

化や効率化を図るため、基本的に令和１０年度完全ペーパーレス化を目指して、計画的に

推進する。 

 ＜議会関連資料の全てのペーパーレス化の推進の内容＞ 

  ① 本会議をはじめ、全会議（委員会、全員協議会、決算・予算審査特別委員会等） 

などで配布される議案や参考資料をタブレット端末で閲覧する。 

  [参考～これまでの実施検証結果] 

原則、議会関連資料を moreNOTE に掲載して閲覧を可能とすることができた。 

 本格運用に向けて、一覧の資料から、ペーパーレスとする資料を検証のうえ、更に取 

り組む必要がある。 

 

資料６ 
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２. 本格的ペーパーレス化に向けた具体的実施計画 

目標１ 常任委員会及び議会運営委員会では、委員長が主導の下、必ずｉＰａｄを 

持参のうえ、委員会を進行する。 

目標２ ペーパー資料が不要な議員には配付しない。 

目標３ 常任委員会（議会運営委員会）でのペーパーレス化による会議の開催。 

目標４ 定例議会、臨時議会、全員協議会などでの電子データによる審議の実施。 

    ※予算書、決算書及び決算説明資料を除く。 

 

◇ オンライン会議の導入に向けた運用 

 

１．令和８年度運用計画 ～委員会での本格運用に向けて 

常任委員会（委員会・職員間）の Zoom を使用したオンライン委員会開催 

（１）８年度の試験内容 議員の個別ＰＣでの委員会開催 

    第１委員会室と三石庁舎で Zoom を使用したオンライン委員会(議員間)を開催する。  

    ※ 大型モニターを使用した役場職員の課長会議や研修会と同様の手法。 

 ア 実施時期～ 令和８年６月～ 

      イ 実施回数～ 各委員会で１～２回 

 

 （２）本格的運用に向けて～ 議員の個別ＰＣでの委員会開催 

上記の実施を踏まえ、議員・説明員を含めた静内庁舎と三石庁舎間でのオンライン

委員会を開催する。 

① 静内庁舎  第１委員会室（静内地区～議員・説明員） 

   ② 三石庁舎  第１会議室 （三石地区～議員・説明員） 

③ 他の施設 保健センター・公民館の所管課職員  など 

 

[参考～これまでの実施検証結果] 

実施時期 実 施 内 容 検証結果 

 

 

 

 

第１期（R3） 

Zoom を使用した常任委員会での操作研修 概ね実施 

静内庁舎と三石庁舎間での Zoom を使用した 

常任委員会で試験運用 

・当初目指した議員 

間での運用も総務文 

教常任委員会のみ実 

施したが、執行機関 

の説明員までを取り 

込んだ会議までには 

至っていない。 

・個々のスキルアッ 

プ、継続して試験運 

用が必要 
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- 3 - 

 

   （R4） タブレット端末等操作説明会 ・個々のスキルアッ 

プ、継続して試験運 

用が必要 

   （R5） タブレット端末等操作研修会 

  

ＩＣＴ推進に向けた検討課題と対応 

 （１） 操作研修会の開催 

個々のスキルアップと資料の積極的な活用を図るため、議員に対する操作研修会

を定期的に開催する。 

   ① 講  師 総務部総務課デジタル推進係職員 等 

   ② 実施予定 １～２回程度 

   ③ 参加対象 全議員 

                            

（２）ペーパーレス化の検証内容について ～別紙１・ペーパーレス化取組一覧により 

引き続き検討する。 
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資料7 
リスト48 広報活動（７月１日現在）

議会中継

ホームページ
開設状況

議会広報

議会モニター
制度の導入

議会アドバイ
ザー制度の導
入

区
分 町村名

実施 中継手段 発行方法 編集委員会、編集会議等の設置根拠 編集メンバー 編集委員の任期
無

D

A

B

A

A

A

E

A

C

C

A

B

A

A

A

A

A

B

A

A

A

A

B

A

A

A

A

C

B

C

A

当別町

新篠津村

松前町

福島町

知内町

木古内町

七飯町

鹿部町

森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

今金町

せたな町

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町

ニセコ町

真狩村

留寿都村

喜茂別町

京極町

倶知安町

共和町

岩内町

泊村

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報・広聴常任委員会 10 4 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 13 4 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報広聴常任委員会 8 4 6

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報発行常任委員会 6 0 7

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○

当別町

新篠津村

松前町

福島町

知内町

木古内町

七飯町

鹿部町

森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

今金町

せたな町

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町

ニセコ町

真狩村

留寿都村

喜茂別町

京極町

倶知安町

共和町

岩内町

泊村

費用弁償の有

実施
して
いる

実施
して
いな
い

イン
ター
ネット
ライブ

イン
ター
ネット
録画
配信

CATV ラジオ 
有線
送

庁内
放送

防災
無線

その
他

開設し
ている

開設し
ていな 議会単独
い

町村広
報
に掲載

発行して
いない

常任
議会
運営

特別
単独
条例

議員と
規程 申合せ その他 議員 職員 職員共 その他 4年 2年 1年

同

発行
回数 導入し

ている

導入し
ていな
い

導入し
ている

導入し
ていな
い

開催
日数

中）

開催
日数

中）

年間

放

その他 有 無

名称 定数
（会期

 

（閉会 町村名

全道町村議会の広報活動状況 
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リスト48 広報活動（７月１日現在）

区
分

町村名

議会中継

ホームページ
開設状況

議会広報

議会モニター
制度の導入

議会アドバイ
ザー制度の導
入

実施 中継手段 発行方法 編集委員会、編集会議等の設置根拠 編集メンバー 編集委員の任期

年間
発行
回数

費用弁償の有
無

実施
して
いる

実施
して
いな
い

イン
ター
ネット
ライブ

イン
ター
ネット
録画
配信

CATV ラジオ
有線
放送

庁内
放送

防災
無線

その
他

開設し
ている

開設し
ていな
い

議会単独
町村広
報
に掲載

発行して
いない

常任
議会
運営

特別
単独
条例

規程 申合せ その他 議員 職員
議員と
職員共
同

その他 4年 2年 1年 その他 有 無
導入し
ている

導入し
ていな
い

導入し
ている

導入し
ていな
い

名称 定数

開催
日数
（会期
中）

開催
日数
（閉会
中）

町村名

A 神恵内村 ○ ○ ○ 0 ○ ○ 神恵内村

A 積丹町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 積丹町

A 古平町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報編集常任委員会 4 0 4 古平町

A 仁木町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 仁木町

D 余市町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 余市町

A 赤井川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 赤井川村

B 南幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 南幌町

A 奈井江町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報常任委員会 4 5 11 奈井江町

A 上砂川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 上砂川町

A 由仁町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 由仁町

C 長沼町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 11 3 12 長沼町

C 栗山町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 10 8 0 栗山町

A 月形町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 月形町

A 浦臼町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 浦臼町

B 新十津川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 10 0 1 新十津川町

A 妹背牛町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 妹背牛町

A 秩父別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報公聴常任委員会 4 秩父別町

A 雨竜町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 雨竜町

A 北竜町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 ○ ○ ○ 北竜町

A 沼田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 沼田町

B 鷹栖町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報広聴常任委員会 12 0 19 鷹栖町

B 東神楽町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報常任委員会 6 10 10 東神楽町

B 当麻町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 当麻町

A 比布町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 比布町

A 愛別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 愛別町

A 上川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 上川町

B 東川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 東川町

B 美瑛町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 美瑛町

B 上富良野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 上富良野町

A 中富良野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 中富良野町

A 南富良野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 南富良野町
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リスト48 広報活動（７月１日現在）

区
分

町村名

議会中継

ホームページ
開設状況

議会広報

議会モニター
制度の導入

議会アドバイ
ザー制度の導
入

実施 中継手段 発行方法 編集委員会、編集会議等の設置根拠 編集メンバー 編集委員の任期

年間
発行
回数

費用弁償の有
無

実施
して
いる

実施
して
いな
い

イン
ター
ネット
ライブ

イン
ター
ネット
録画
配信

CATV ラジオ
有線
放送

庁内
放送

防災
無線

その
他

開設し
ている

開設し
ていな
い

議会単独
町村広
報
に掲載

発行して
いない

常任
議会
運営

特別
単独
条例

規程 申合せ その他 議員 職員
議員と
職員共
同

その他 4年 2年 1年 その他 有 無
導入し
ている

導入し
ていな
い

導入し
ている

導入し
ていな
い

名称 定数

開催
日数
（会期
中）

開催
日数
（閉会
中）

町村名

A 占冠村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 占冠村

A 和寒町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報委員会 4 2 18 和寒町

A 剣淵町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 剣淵町

A 下川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 下川町

A 美深町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 美深町

A 音威子府村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 音威子府村

A 中川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 中川町

A 幌加内町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 幌加内町

A 増毛町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 増毛町

A 小平町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 小平町

A 苫前町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 苫前町

B 羽幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 5 0 8 羽幌町

A 初山別村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 初山別村

A 遠別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 遠別町

A 天塩町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報広聴委員会 4 0 2 天塩町

A 猿払村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 猿払村

A 浜頓別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 浜頓別町

A 中頓別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 ○ ○ ○ 中頓別町

B 枝幸町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 枝幸町

A 豊富町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 5 0 10 豊富町

A 礼文町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 礼文町

A 利尻町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 利尻町

A 利尻富士町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報・広聴常任委員会 9 3 0 利尻富士町

A 幌延町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 ○ ○ ○ 幌延町

D 美幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 美幌町

A 津別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報常任委員会 5 0 8 津別町

C 斜里町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報常任委員会 6 13 0 斜里町

A 清里町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9 ○ ○ ○ 清里町

A 小清水町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9 ○ ○ ○ 小清水町

A 訓子府町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 訓子府町

A 置戸町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 置戸町
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リスト48 広報活動（７月１日現在）

区
分

町村名

議会中継

ホームページ
開設状況

議会広報

議会モニター
制度の導入

議会アドバイ
ザー制度の導
入

実施 中継手段 発行方法 編集委員会、編集会議等の設置根拠 編集メンバー 編集委員の任期

年間
発行
回数

費用弁償の有
無

実施
して
いる

実施
して
いな
い

イン
ター
ネット
ライブ

イン
ター
ネット
録画
配信

CATV ラジオ
有線
放送

庁内
放送

防災
無線

その
他

開設し
ている

開設し
ていな
い

議会単独
町村広
報
に掲載

発行して
いない

常任
議会
運営

特別
単独
条例

規程 申合せ その他 議員 職員
議員と
職員共
同

その他 4年 2年 1年 その他 有 無
導入し
ている

導入し
ていな
い

導入し
ている

導入し
ていな
い

名称 定数

開催
日数
（会期
中）

開催
日数
（閉会
中）

町村名

A 佐呂間町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 佐呂間町

D 遠軽町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 遠軽町

B 湧別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 湧別町

A 滝上町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 滝上町

A 興部町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 興部町

A 西興部村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 西興部村

A 雄武町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 雄武町

B 大空町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報常任委員会 5 5 15 大空町

A 豊浦町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 8 6 0 豊浦町

A 壮瞥町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 壮瞥町

D 白老町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 13 13 0 白老町

A 厚真町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 厚真町

B 洞爺湖町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報常任委員会 7 12 0 洞爺湖町

B 安平町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 安平町

B むかわ町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ むかわ町

C 日高町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 7 7 6 日高町

A 平取町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報広聴常任委員会 9 4 2 平取町

B 新冠町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報常任委員会 6 0 8 新冠町

C 浦河町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 浦河町

A 様似町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報常任委員会 5 1 7 様似町

A えりも町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 6 0 13 えりも町

E 新ひだか町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 新ひだか町

E 音更町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 音更町

B 士幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 士幌町

A 上士幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 ○ ○ ○ 上士幌町

A 鹿追町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 10 1 23 鹿追町

B 新得町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 6 4 7 新得町

B 清水町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 6 4 13 清水町

D 芽室町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 ○ ○ ○ 芽室町

A 中札内村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 中札内村

A 更別村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 更別村
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区
分

町村名

議会中継

ホームページ
開設状況

議会広報

議会モニター
制度の導入

議会アドバイ
ザー制度の導
入

実施 中継手段 発行方法 編集委員会、編集会議等の設置根拠 編集メンバー 編集委員の任期

年間
発行
回数

費用弁償の有
無

実施
して
いる

実施
して
いな
い

イン
ター
ネット
ライブ

イン
ター
ネット
録画
配信

CATV ラジオ
有線
放送

庁内
放送

防災
無線

その
他

開設し
ている

開設し
ていな
い

議会単独
町村広
報
に掲載

発行して
いない

常任
議会
運営

特別
単独
条例

規程 申合せ その他 議員 職員
議員と
職員共
同

その他 4年 2年 1年 その他 有 無
導入し
ている

導入し
ていな
い

導入し
ている

導入し
ていな
い

名称 定数

開催
日数
（会期
中）

開催
日数
（閉会
中）

町村名

B 大樹町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 6 2 7 大樹町

B 広尾町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広尾町

E 幕別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴委員会 9 5 9 幕別町

B 池田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 池田町

A 豊頃町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 ○ ○ ○ 豊頃町

B 本別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 5 5 12 本別町

B 足寄町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 12 7 2 足寄町

A 陸別町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 陸別町

A 浦幌町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 浦幌町

D 釧路町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 釧路町

B 厚岸町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報常任委員会 6 1 3 厚岸町

B 浜中町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報公聴常任委員会 5 0 9 浜中町

B 標茶町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報委員会 6 1 16 標茶町

B 弟子屈町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 議会広報常任委員会 4 弟子屈町

A 鶴居村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報広聴常任委員会 4 0 6 鶴居村

B 白糠町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 白糠町

C 別海町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広報・広聴常任委員会 7 3 1 別海町

E 中標津町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 中標津町

A 標津町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 標津町

A 羅臼町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ 広聴広報常任委員会 6 0 9 羅臼町

合計 96 48 57 58 3 0 1 67 0 9 134 10 125 18 1 43 8 70 2 5 8 7 23 3 117 0 83 52 1 7 4.2 70 73 23 121 6 138
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